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2はじめに

◼ 第100回本委員会（ 2024年9月3日）において、4月以降の予備率の分析結果や分析を踏まえた課題、さらに
は今後の検討方針の整理を行うことにしていた。

◼ 本日は、2024年度の広域予備率の状況の分析結果を報告するとともに、今後検討の方向性を整理したためご審
議いただきたい。

出所）第100回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2024年9月3日開催）資料2より抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_100_02.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_100_02.pdf
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4分析の目的について

◼ 2024年度以降は、広域予備率をシグナルとした小売・発電・一般送配電の各事業者の行動により安定供給を確
保する仕組みとなり、需給状況の悪化（広域予備率が低下）が想定される場合には、供給力提供(準備)通知を
発信することで容量提供事業者（主に発電事業者）に供給力の提供を促すとともに、小売事業者には低下した
広域予備率をもって自らの不足インバランスの解消を促す。

◼ 2024年度からの制度変更における課題を抽出するにあたり、広域予備率が2023年度と比較し低水準であることの
要因分析および上記仕組みの実効性確認のため、以下の項目について分析を行った。

目的 No. 分析項目
計画断面

週間
翌々日

翌日
当日

Ⅰ
広域予備率の
低下要因分析

1 調整力(ΔkW)の調達不足 ○

2
小売BG・TSOの
需要想定の傾向

○ ○

3 揚水発電の余力の範囲 ○

Ⅱ
広域予備率の
シグナルとしての
実効性確認

1 各通知による供給力の変化 ○ ○

2
供給力提供通知発信時の

不足インバランスの動向
○

3 追加供給力対策の発動状況 ○
TSO

需要想定
供給力

余力

発電
計画

ΔkW
約定量

小売BG
需要想定

広域
予備率 No. Ⅰ-1

調達不足の影響

No. Ⅰ-3
揚水余力の影響No.Ⅰ-2

需要想定差

No.Ⅱ-2
インバランスの

動向

No.Ⅱ-1
供給力の増加の

状況

No.Ⅱ-3
追加供給力対策



5（参考）現行制度における需給ひっ迫対応の基本的な考え方

出所）第42回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2019年8月27日開催）資料3より抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2019/files/chousei_42_03.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2019/files/chousei_42_03.pdf
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【No.Ⅰ‐１】調整力(ΔkW)の調達不足の影響

◼ 供給力提供準備通知の発信が多い北海道エリア～中部エリアを対象に、ΔkW調達量が仮にΔkW募集量を満たし
ている場合、どのような広域予備率となるか試算を行った※。

◼ 試算の結果、最も発信の多い東京エリアでは平均して広域予備率が2.5%増加した。

◼ その結果、週間計画と翌日計画の乖離が減少し、東京エリアでは広域予備率平均値の乖離が5.1%であったところ、
2.6%に減少した。また、週間計画の供給力提供準備通知の日数は、29日から19日に減少した。

広域予備率の増加

北海道 ＋2.3％

東北 ＋2.7％

東京 ＋2.5％

中部 ＋2.3％

週間計画における供給力提供準備通知日数の変化

ΔkW募集量
が充足してい
たとして試算

集計期間：4月1日～8月31日の週間計画の供給力提供準備通知発信日

実績 ΔkW募集量充足後

※複合商品の募集量と調達量の差(ただし、揚水発電を除くバランス停止機の量を上限)について、追加的に当該エリアで調達されたとして検討

週間計画におけるΔkW募集量充足に伴う広域予備率の増加
(供給力提供準備通知日の最小予備率時平均)

乖離
5.1%

+2.5%

ΔkW募集量充
足による増加

乖離
2.6%

週間・翌々日計画

東京エリアの週間計画・翌日計画の広域予備率の乖離状況
(供給力提供準備通知日の最小予備率時平均)

週間計画
(実績)

翌日計画
(実績)



7【No.Ⅰ‐２】小売事業者・一般送配電事業者の需要想定の傾向による影響

◼ 東京エリアについて分析したところ、小売事業者は低めに、一般送配電事業者は需要を大きめに想定する傾向が確
認された。

◼ 特に、週間・翌々日計画（供給力提供準備通知発信日）では、両者の需要想定に大きな違いがあり、週間・翌々日
計画の需要の想定と実績の乖離は一般送配電事業者より小売事業者の方が大きいと言える。また、それぞれの翌
日計画（供給力提供準備通知発信日）の想定と実績の乖離は同程度である。

需要想定と需要実績の乖離(東京エリア・最小予備率時)

-5%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

-20% -15% -10% -5% 0% 5% 10% 15%

週間
翌々日

東京エリアが属する広域ブロックの広域予備率

(小売BG需要想定－TSO需要想定)/TSO需要想定

週間・翌々日計画の小売BG・TSO需要想定と広域予備率
(東京エリア・平日最小予備率時)

TSO需要比
BG需要大

TSO需要比
BG需要小

TSO想定誤差
（準備通知日平均）

小売BG想定誤差
（準備通知日平均）

週間計画 需要実績比＋2.6%
(TSO需要想定が大きい)

需要実績比▲6.0%
(小売BG需要想定が小さい)

翌々日計画 需要実績比＋0.8%
(TSO需要想定が大きい)

需要実績比▲6.3%
(小売BG需要想定が小さい)

翌日計画 需要実績比＋1.1%
(TSO需要想定が大きい)

需要実績比▲0.9%
(小売BG需要想定が小さい)

週間・翌々日計画 小売BG想定 ＜＜ 実績 ＜ TSO想定

翌日計画 小売BG想定 ＜ 実績 ＜ TSO想定

供給力提供準備通知発信日

集計期間：4月1日～8月31日

週間・翌々日計画



8（参考）発電事業者の発電計画と小売事業者の需要想定の関係

◼ 週間計画における発電事業者の発電計画と小売事業者の需要想定では、強い相関を確認できる。

◼ 発電事業者が提供する供給力は、小売事業者の需要に対応していることから、一般送配電事業者と小売事業者
の需要想定に違いがある場合には、予備率に影響が生ずる。

R² = 0.9023

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

20,000 25,000 30,000 35,000 40,000 45,000 50,000

東京エリアにおける発電BGの発電計画と
小売BGの需要想定の相関(最小予備率時)

小売BG需要想定(MW)

発電BG発電計画※(MW)

※一般送配電事業者が計上する供給力との関係を確認するため、余力活用契約を
締結する電源については稼働電源の発電上限値 (ただし揚水発電を除く) 、それ以
外の電源については発電計画値の合計を評価

集計期間：4月1日～8月31日の週間計画の
供給力提供準備通知発信週 出所）第100回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2024年9月3日開

催）資料1より抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_100_02
.pdf

発電BGの発電計画と小売BGの需要想定の関係

週間・翌々日計画

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/files/chousei_100_02.pdf


9【No.Ⅰ‐２】小売事業者・一般送配電事業者の需要想定の傾向による影響

◼ 広域予備率の低下要因として、翌日計画で広域予備率が低下したコマの不足インバランスと、調整力の不足による
影響を分析した。

◼ 分析によれば、東京エリアでは調整力不足の影響が大きく、中部・関西エリアでは一般送配電事業者の需要想定が
大きい影響と小売事業者の不足インバランスの影響が同程度であった。

➢ 東京： TSO需要想定誤差(④) ＜ 小売BGの不足インバランス(①,②) ＜ 調整力不足(①,③)

➢ 中部： TSO需要想定誤差(④) ≒ 小売BGの不足インバランス(①,②)

➢ 関西： TSO需要想定誤差(④) ≒ 小売BGの不足インバランス(①,②)

※1 翌日計画の小売BGの需要調達計画において、小売BGの需要想定誤差(計画実績差)に、未調達分を考慮した合計が
不足の状況

※2 前日の需給調整市場閉場後、調達不足に伴う余力活用契約を締結する電源の追加起動を行った後に、なおも調整力必要量を
充足していない状況

集計期間：4月1日～8月31日の翌日計画の供給力提供通知発信コマ

翌日計画で供給力提供通知を発信したコマの状況

ケース
小売BGの

不足インバランス※1
一般送配電事業者による

電源起動後の調整力不足※2 東京 中部 関西

① あり あり 36%(50/139コマ) 0%(0/81コマ) 0%(0/103コマ)

② あり なし 0%(0/139コマ) 52%(42/81コマ) 52%(54/103コマ)

③ なし あり 63%(88/139コマ) 0%(0/81コマ) 0%(0/103コマ)

④ なし なし 1%(1/139コマ) 48%(39/81コマ) 48%(49/103コマ)

パターン④のうちTSOの需要想定が
実績より大きい割合

100%(1/1コマ) 97%(38/39コマ) 80%(39/49コマ)

翌日・当日計画



10

小売BG
需要想定誤差

（参考）供給力提供通知があったコマの分類要素のイメージ

◼ 小売事業者の不足インバランス「あり」については、翌日計画時点の見込量を算出しており、小売事業者の需要想
定誤差に、未調達分を考慮した合計が不足の状況であることを指す。

◼ 追加起動後の調整力不足「あり」については、前日の需給調整市場閉場後の翌日計画にて、一般送配電事業者
が余力活用契約を締結する電源の追加起動を行っても、なおも調整力必要量を充足できていない状況を指す。

需要実績
小売BG
需要計画

小売BG
調達計画

小売BG不足インバランス

小売BG
未調達

小売BG不足インバランスのイメージ 追加起動後の調整力必要量充足状況のイメージ

（余力活用）
BG起動余力

（余力活用）
（非余力活用）

発電計画

TSO追加起動分

ΔkW調達量
ΔkW

必要量

一般送配電事業者が計上する供給力

MW

MW

調整力必要量充足ケース 調整力必要量不足ケース

（余力活用）
BG起動余力

（余力活用）
（非余力活用）

発電計画

TSO追加起動分

ΔkW調達量ΔkW
必要量

調整力不足

バランス停止機がないため追加起動で
きず、調整力必要量を充足できない

翌日・当日計画



11【No.Ⅰ‐３】揚水発電の余力の範囲の影響

◼ 揚水発電は、2024年度から調整力提供者が通知する余力の範囲で運用を行っている。余力の範囲が小さい場
合には、昨年度以前と比較して予備力も減少することになる。そこで、余力の範囲による予備率の影響を分析した。

◼ その結果、最も影響の大きい東京エリアではエリア予備率に対し、平均して3%程度最大で7～8%程度低下する影
響があったが、関西エリアでは影響がなかった。

◼ この背景には、各調整力提供者の余力の範囲に関する考え方の違いがあると考えられ、調整力提供者へのヒアリン
グ・アンケートを通じ、確認を進めているところ。

0%

2%

4%

6%

8% 東京 中部 関西
東京平均 中部平均 関西平均

翌日計画における余力範囲のエリア予備率への影響（最小予備率時）

集計期間：4月1日～8月31日の翌日計画で
3エリア共通して供給力提供通知が発信された日

揚水池(kWh)

時間

需要

予備率一定となるように
各時間にkWhを配分

BGの翌日以降の
使用分等

TSO余力

BG計画

供給力

需要を超える部分を
上げ調整力として確保

揚水事業者の計画

一般送配電事業者の計画

✓ 平時の広域予備率は低下
✓ （一部の例として）調整力を確保しきれず

揚水発電の余力範囲が小さい場合のイメージ

翌日・当日計画



12【No.Ⅱ‐１】各通知による供給力の変化

◼ 供給力提供準備通知による東京エリアの発電事業者の行動を分析した。
➢ 供給力変化
✓週間計画断面（週間→翌々日、週間→翌日）：増加・減少がほぼ半々であり、有意な影響はないか
✓翌々日計画断面（翌々日→翌日）：若干増加の割合が高く、週間計画断面よりは影響があったか

➢ バランス停止機の量
✓ 週間→翌々日はほぼ変化なし、翌々日→翌日はH3需要比2%程度の起動あり

供給力の変化※1
週間計画で準備通知 翌々日計画で準備通知

週間→翌々日 週間→翌日 翌々日→翌日

増加 45%(13/29日) 59%(17/29日) 62%(21/34日)

減少 55%(16/29日) 41%(12/29日) 38%(13/34日)

週間計画 翌々日計画 翌日計画

準備通知日平均
2.7%※2

準備通知日平均
2.6%※2

準備通知日平均
0.5%※2

東京エリアにおけるバランス停止機の平均量 (7,8月の供給力提供準備通知発信日の余力活用契約を締結する電源(揚水発電を除く))

東京エリアにおける一般送配電事業者が計上する供給力の変化を伴う発電計画の変更の頻度（最小予備率時）

集計期間：4月1日～8月31日の週間・翌々日計画の供給力提供準備通知発信日

2%程度起動ほぼ変化なし

※1 余力活用契約を締結する電源については稼働電源の発電上限値 (ただし揚水発電を除く) 、それ以外の電源については発電計画値の合計を評価
※2 各エリアのH3需要に対する比率 （参考）7,8月H3需要：東京5,395万kW

週間・翌々日計画



13【No.Ⅱ‐１】各通知による供給力の変化

◼ 供給力提供通知による東京・中部・関西エリアの発電事業者の行動を分析した。

◼ 表1によれば、おおむね供給力が増加する方向で発電計画が変更されていることが確認された(3エリア平均67%)。そ
の際に、小売事業者の不足インバランスとは関連がなかった。

◼ 表2によれば、追加供給力対策が実施された日の東京エリアでは、ほぼ全ての発電機が並列している一方で、中部・
関西エリアでは5%程度のバランス停止機が残っていた。

集計期間：4月1日～8月31日の翌日計画の供給力提供通知発信コマ

表１．一般送配電事業者が計上する供給力の増加を伴う発電計画の変更※1の頻度（容量市場に落札された電源を対象）

表２．追加供給力対策が実施された日のGC計画のバランス停止機の平均量
(容量市場に落札された余力活用契約を締結する電源を対象)

パターン
小売BGの

不足インバランス
一般送配電事業者による
電源起動後の調整力不足

東京 中部 関西

① あり あり 88%(44/50コマ) ー ー

② あり なし ー 43%(18/42コマ) 80%(43/54コマ)

③ なし あり 70%(62/88コマ) ー ー

④ なし なし 100%(1/1コマ) 59%(23/39コマ) 49%(24/49コマ)

パターン
小売BGの

不足インバランス
一般送配電事業者による
電源起動後の調整力不足

東京 中部 関西

① あり あり 0.5%※2 ー ー

② あり なし ー 5.8%※2 4.5%※2

③ なし あり 0.3%※2 ー ー

④ なし なし ー ー 4.5%※2

翌日・当日計画

※1 余力活用契約を締結する電源については稼働電源の発電上限値 (ただし揚水発電を除く) 、それ以外の電源については発電計画値の合計を評価
※2 各エリアのH3需要に対する比率 （参考） 7,8月H3需要：東京5,395万kW、中部2,409万kW、関西2,647万kW



14【No.Ⅱ‐２】供給力提供通知発信時の不足インバランスの動向

◼ 翌日計画の広域予備率が低下したコマにおいて、GCに向けて不足インバランスの減少があるか確認するため、東京・
中部・関西エリアの小売事業者の行動を分析した。

◼ その結果、全エリアで不足インバランスを低減する動きがあったことが確認できる（3エリア平均77%）ものの、不足イ
ンバランスを完全に解消している割合は、一番大きいエリアでも3割程度であった。

翌日計画からGC計画にかけて不足インバランスが減少する需要調達計画の変更があったコマの割合

上記変更における不足インバランス解消率

集計期間：4月1日～8月31日の翌日計画の供給力提供通知発信コマ

東京 中部 関西

25％以上 58%(29/50コマ) 88%(37/42コマ) 46%(25/54コマ)

50％以上 44%(22/50コマ) 57%(24/42コマ) 11%(6/54コマ)

75％以上 40%(20/50コマ) 36%(15/42コマ) 9%(5/54コマ)

100％ 34%(17/50コマ) 31%(13/42コマ) 4%(2/54コマ)

パターン
小売BGの

不足インバランス
一般送配電事業者による
電源起動後の調整力不足

東京 中部 関西

① あり あり 64%(32/50コマ) ー ー

② あり なし ー 98%(41/42コマ) 72%(39/54コマ)

③ なし あり － － －

④ なし なし － － －

翌日・当日計画



15【No.Ⅱ‐３】追加供給力対策の発動状況

◼ 広域予備率が8%を下回る場合、安定供給を確保するための施策として、発動指令電源の発動、電気の供給指
示、増出力運転（8%未満で実施する対策）、余力活用電源の追加起動、揚水発電所のTSO運用（5%未
満で実施する対策）などを実施している。

◼ 東京エリアにおいては、発動指令電源の発動回数が10回に達している（契約上の上限が12回）。

◼ また、増出力運転は設備によっては機器制約によって発動回数の制約がある場合もあることに留意が必要である。

今年度の追加供給力対策の発動実績

項目 北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州

発動指令電源
の発動※ 1回 5回 10回 9回 8回 8回 8回 8回 8回

増出力運転 0回 6回 14回 9回 8回 0回 5回 6回 4回

安定電源への
電気の供給指示

0回 5回 14回 8回 8回 6回 7回 6回 7回

揚水発電機
の運用切替

0回 0回 5回 0回 0回 1回 1回 0回 0回

余力活用電源
の追加起動

0回 0回 0回 0回 0回 0回 0回 0回 0回

集計期間：4月1日～9月20日

※ 発動指令電源および電源I’は2グループに分けて発動しており、発動回数の多いグループの発動回数を記載

翌日・当日計画

（参考）2023年度の電源I’の発動回数

電源I’の発動※ 1回 0回 5回 2回 1回 0回 0回 0回 0回



16分析のまとめ

目的 No. 分析項目 分析結果

Ⅰ．広域予備率の
低下要因分析

1 調整力(ΔkW)の調達不足
〇週間・翌々日計画断面
・ΔkW調達不足：影響あり
・小売BG・TSO需要想定の傾向：影響あり
〇翌日計画断面
・東京エリア

揚水発電の余力提供範囲による調整力不
足の影響が大きい

・中部・関西エリア
小売BGの不足インバランスとTSO需要想定
大の影響が同程度

2 小売BG・TSOの需要想定の傾向

3 揚水発電の余力の範囲

Ⅱ．広域予備率の
シグナルとしての
実効性確認

1 各通知による供給力の変化
供給力提供(準備)通知による有意な影響はない
か

2 供給力提供通知発信時の不足インバランスの動向
不足インバランスを低減する行動は、見られたもの
の完全に解消している割合は低いか

3 追加供給力対策の発動状況 発動指令電源の発動回数が増加している

◼ No.Ⅰ‐１～Ⅱ‐３までの分析結果をまとめると以下のとおり。



目次

1. 今年度の広域予備率の分析

2. 分析結果を踏まえた課題整理

3. 今後の検討スケジュール

4. まとめ



18分析結果を元にした今後整理すべき課題について

◼ 前述の分析結果を元にすると、整理すべき課題は下表の通り4つあると考えられ、これらの点について対応策の構築
を行う。

分類 整理する課題 内容

Ⅰ．広域予備率
の低下要因分析

① 予備率算定の考え方
・調整力未達により広域予備率が低下する影響の
対応策の整理

② 揚水発電の余力活用
・揚水発電の余力範囲の影響によって、一般送配電
事業者が調整力を確保できないことおよび予備率
低下への対応策の整理

Ⅱ．広域予備率の
シグナルとしての
実効性確認

③ 市場シグナルの実効性
・適切な電源起動等を担保する仕組みの検討
・小売事業者の計画値同時同量への影響の検討

④ 追加供給力対策の実施順位
・足元の実績を踏まえた追加供給力対策の発動判
定基準の見直し要否の検討



19検討課題と市場取引・情報発信の関係性

◼ 前述の論点と市場取引や情報発信の関係性を図示すると以下の通りになる。

市
場
取
引
等

情
報
発
信

需
給
調
整
市
場

（
週
間
）※

1

週
間

広
域
予
備
率

火曜

木曜

翌
々
日

広
域
予
備
率

需
給
調
整
市
場

（
前
日
）

広
域
予
備
率

（
30

分
毎
に

更
新
）

時
間
前
市
場

調
整
力

k
W

h

市
場

（
イ
ン
バ
ラ
ン
ス

対
応
）

GC
ス
ポ
ッ
ト
市
場

供給力提供準備通知（8%未満時）

実需給

17時

供給力提供通知（8%未満時）

18時

14時10時

※1 2026年度以降は
前日市場に移行予定

週間 前々日 前日 当日

追加供給力対策余力活用(調整力確保)

課題①
予備率算定の

考え方

課題③
市場シグナルの

実効性

課題④
追加供給力対策

の考え方

課題②
揚水の余力活用

広域予備率低下の要因

広域予備率低下の要因

安定供給の仕組み

安定供給の仕組み



20課題①：予備率算定の考え方

◼ 広域予備率の算定に用いる供給力の考え方を振りかえると、下表のように細分化される。

◼ 週間・翌々日断面では、発電計画（kWh）は開場前の市場取引分は想定量を計上、ΔkWについては取引済の
量を計上している（未達分や取引前の量を計上しない）という点で違いがあり、調整力の取扱いは週間・翌々日
計画での予備率低下の構造的な要因の一つでもあると考えられるか。

◼ 他方、前日・当日計画では、 発電計画（kWh）は取引済みの量を計上、またΔkWは余力活用含めて確保済み
の量を計上しているため、両者は整合的でありかつ調整力不足の影響が生じにくい構造である※。

断面 粒度
発電計画 ΔkW

余力
相対取引 スポット取引 時間前取引 週間商品 前日商品

週間
(木曜日)

2点 実取引量 想定取引量
実調達量

（一次～三次①）
ー

起動済み
電源の余力
（BG起動）

翌々
日

2点 実取引量 想定取引量
実調達量

（一次～三次①）
ー

起動済み
電源の余力
（BG起動）

翌日 48点 実取引量 実取引量 （余力で計上）
実調達量

（一次～三次①）
実調達量
（三次②）

起動済み
電源の余力

（TSO起動含む）

当日 48点 実取引量 実取引量 実取引量
実調達量

（一次～三次①）
実調達量
（三次②）

起動済み
電源の余力

（TSO起動含む）

取引見込みを含めて供給力計上 取引済のみ供給力計上
（未達分および取引前を計上しない）

余力を含めて調整
力確保した状態

※ 一部エリアでは調整力を確保しきれていないことがあり、予備率低下に影響している



21

市場取引
見込み

相対
取引

（参考）現状の各断面の供給力計上のイメージ

◼ 週間・翌々日計画と翌日・当日計画の供給力計上の考え方として、卸電力市場の取引量の見込み方（想定か実
績か）やΔkW未達分確保のための一般送配電事業者による電源起動が計上される、といった点が異なるため、実
需給に近づくにつれて電源態勢が変わることで予備率が変動すると考えらえる。

週間 前々日 前日 当日

発電
計画

ΔkW約定量
（週間）

余力

発電BG
起動電源

調整力
必要量

市場取引
見込み

相対
取引

ΔkW約定量
（週間）

余力

発電BG
起動電源

市場取引

相対
取引

ΔkW約定量
（週間）

余力

発電BG
起動電源

▲需給調整市場
（週間）

▲広域予備率公表
（週間）

▲広域予備率公表
（翌々日）

▲スポット市場

▲需給調整市場
（前日）

▲時間前市場(以降GCまで)

▲広域予備率公表
（翌日）

ΔkW約定量
（前日）

余力
TSO

起動電源

市場取引

相対
取引

ΔkW約定量
（週間）

余力

発電BG
起動電源

ΔkW約定量
（前日）

余力
TSO

起動電源

▲広域予備率公表
（当日、以降GCまで）

調整力
必要量

発電
計画

調整力
必要量

調整力
必要量

発電
計画

発電
計画

未計上
未計上



22課題①：予備率算定の考え方

◼ 算定方法の考え方と需給調整市場での調達不足の影響によって週間・翌々日計画と翌日・当日計画の広域予備
率に乖離が生じている（例えば週間の広域予備率が3%程度であるが当日の広域予備率が8%以上）。

◼ この点は一般の需要家にはどのような需給状況にあるのか（節電の必要性があるのか）が分かりにくいという課題も
生じさせている。

◼ 広域予備率に基づいて発電事業者・小売事業者・一般送配電事業者がそれぞれの対応を進めるということを意図
していた面はあるものの、冬季に向けては、現状の一般送配電事業者の調整力確保の仕組みを踏まえつつ、週間・
翌々日計画と翌日・当日計画が乖離することによる分かりずらさを解消する対応策を短期対策として整理する。

◼ さらに今後の制度変更（需給調整市場の取引スケジュール変更等）を踏まえた恒久的な対応としての中長期対
策についても検討を進めていく。

市場取引
見込み

相対
取引

ΔkW約定量
（週間）

余力

市場取引

相対
取引

ΔkW約定量
（週間）

余力

ΔkW約定量
（前日）

余力

週間・前々日 前日・当日

未計上
（取引前等）

供給力計上のイメージ

供給力の
ギャップ

どのような供給力計
上により広域予備率

を公表していくか
調整力
必要量

調整力
必要量



23（参考）需給調整市場の調達不足の解消

◼ 2024年4月より需給調整市場の全商品の取引が開始したが、全商品で調達不足が発生している。

◼ 国や需給調整市場検討小委員会で、順次対応策の実施を行っており、今後も引き続き検討が進められる予定。

◼ これらの状況を踏まえつつ、本委員会においては、広域予備率に基づく需給運用の課題整理を進めていく。

出所）第50回需給調整市場検討小委員会（2024年9月10日開催）資料5より抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/jukyu_shijyo_50_05.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/jukyu_shijyo_50_05.pdf


24（参考）需給調整市場で調達未達時の余力活用対応

◼ 需給調整市場で必要な調整力が調達できない場合等に限っては、安定供給に支障が生じないよう、緊急時の余
力活用として電源の追加起動を認めている。

◼ なお、基本的に前日15時以降に調整力が必要量に対して未達となった場合に適用するとしているものの、必要に応
じて、余力活用の特別対応として前日15時以前の追加起動も認めている。

出所）第48回需給調整市場検討小委員会（2024年6月26日開催）資料5より抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/jukyu_shijyo_48_05.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/jukyu_shijyo_48_05.pdf


25課題②：揚水発電の余力活用

◼ 揚水発電は、需給調整市場での応札が限定的であるという課題があり、対応策の検討が進められている。

◼ さらに、余力活用においても一部の揚水事業者から一般送配電事業者への余力の供出が限定的であり、これは揚
水発電においては余力範囲を設定する際に、翌日以降の需給調整市場や卸電力市場の必要量を加味する必要
があり、余力の供出が限定的となる場合があるためである。

◼ その影響を受けて、一般送配電事業者は火力等の追加起動を行ってもなお調整力を確保しきれず、またそれが広
域予備率の低下にも繋がっているという課題が今回明らかになった。

◼ 一般送配電事業者が調整力を確保しきれないことは周波数維持義務を果たすという点に支障を及ぼしかねないた
め、揚水発電の余力をより有効に活用する方策を早急に検討することが必要と考えられる。

TSO余力

BG計画

揚水池(kWh)

時間

需要

予備率一定となるように
各時間にkWhを配分

BGの翌日以降の
使用分等

TSO余力

BG計画

供給力

揚水池(kWh)

時間

需要

予備率一定となるように
各時間にkWhを配分

BGの翌日以降の
使用分等

供給力

需要を超える部分を
上げ調整力として確保

【揚水の余力が小さい場合】 【揚水の余力が大きい場合】
揚水事業者の計画揚水事業者の計画

一般送配電事業者の計画 一般送配電事業者の計画

需要を超える部分を
上げ調整力として確保

✓ 平時の広域予備率は低下
✓ （一部の例として）調整力を確保しきれず



26（参考）需給調整市場検討小委員会における議論状況

出所）第50回需給調整市場検討小委員会（2024年9月10日開催）資料2より抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/jukyu_shijyo_50_02.pdf

◼ 需給調整市場の調達不足の観点においても、需給調整市場検討小委員会で揚水発電等の余力の考え方の検討
に着手したところ。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/jukyu_shijyo_50_02.pdf


27課題②：揚水発電の余力活用（調整力の確保）

◼ 改めて現状の揚水発電の運用方法を振り返ると、需給調整市場の制度主旨に鑑みて、以下の通りである。

➢ 調整力提供者が池全体の水位の運用を行い、一般送配電事業者は指定された余力の範囲内で運用する

➢ 再エネの出力抑制回避等※1のために一般送配電事業者が必要と判断した場合、一時的に一般送配電事業
者が池全体の水位の運用を行う

◼ この考え方を基本にしつつ、調整力確保のために揚水発電の余力を活用する方法として二つのアプローチがあるか。

① 揚水事業者が定める余力範囲の考え方の整理

② 調整力不足時における一時的なTSO運用の考え方の整理

◼ 現行制度の考え方に則り、①の整理を進めることが望ましいが整理すべき事項が多岐に亘るため、方向性の整理に
は時間を要すると考えられる。

◼ 他方で、足元の調整力確保不足は早期に解消すべき課題であるため、①を中長期的な対策として検討を進めつつ、
比較的短期間で導入が可能と考えられる②で暫定対応を行うことが必要と考えられる。

◼ そのため、まずは②の具体的な判断基準について、電力・ガス取引監視等委員会と連携して検討を進めていく。

※1 具体的には、再エネの出力抑制回避時、需給ひっ迫時、発雷時等に送変電設備に支障が生じる時を対象にしている



28（参考）揚水発電の運用主体の変更と一時的なTSO運用

出所）第67回制度設計専門会合（2021年11月26日開催）資料7より抜粋
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/067_07_00.pdf

◼ 2024年度より、平常時においては、揚水発電の池水位の運用主体は調整力提供者となった。

◼ なお、需給ひっ迫時、再エネ余剰時、発雷時等による送変電設備に支障が生じるおそれがある場合においては、一
時的な運用として一般送配電事業者が池水位の運用を行うことになっている。

出所）第96回制度設計専門会合（2024年4月26日開催）資料7より抜粋
hhttps://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/096_07_00.pdf

https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/067_07_00.pdf
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/096_07_00.pdf


29課題③：市場シグナルの実効性

◼ 供給力提供（準備）通知は、バランス停止機の起動（準備）や揚水発電のポンプアップを促して卸電力市場・需
給調整市場への応札を促す仕組みとして、容量確保契約の契約事業者に向けて周知を行う仕組みである。

◼ 他方で発電事業者のヒアリングによると、供給力提供準備通知を受けた場合に特段対応していないという意見があり、
データ分析結果からもうかがえるところ。

出所）第87回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2023年6月28日開催）資料1
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2023/files/chousei_87_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2023/files/chousei_87_01.pdf


30（参考）供給力提供（準備）通知に対する事業者意見

◼ 供給力提供準備通知が発信された場合、通知を受けても特段の対応を行っていない事業者が大半であるとされて
いる。

◼ 供給力提供通知が発信された場合、容量市場のリクワイアメントがかかることから、基本的に時間前市場への応札を
行っていたとされている。

出所）第77回電力・ガス基本政策小委員会（2024年6月24日開催）資料4より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/075_11_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/075_11_00.pdf


31課題③：市場シグナルの実効性

◼ 現行制度のもとでは、卸取引市場の観点では、適正な電力取引についての指針により、スポット市場に余剰電力の
全量の供出を求められており、供給力提供準備通知の有無によらずともスポット市場には応札するとも考えられる。

◼ 他方で、起動に長時間を要する停止機（いわゆるロング機）の電源起動（準備）に十分な効果を発揮していると
も言い難いと考えられる。

◼ また、需給調整市場の観点では、供給力提供（準備）通知の発信と現行の需給調整市場の取引のタイミングは
必ずしも整合的とは言えない構造的な課題があるとも考えられる。

◼ それらの面を考慮すると、必要な電源起動を実現していくために、供給力提供（準備）通知をどのように発信してい
くべきか、今後の市場制度の議論を踏まえつつ、中長期的な課題として検討を進めていく。

◼ なお、足元における容量市場のリクワイアメントやペナルティレートの扱いについて、国において検討が進められており、
本委員会においても連携して検討を進めていく。

市
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市
場
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ス
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市
場

実需給

17時14時10時

※1 2026年度以降は
前日市場に移行予定

週間 前々日 前日 当日

余力活用(調整力確保)

▲木曜
供給力提供準備通知（8%未満時）

▲前々日
供給力提供準備通知（8%未満時）

▲前日18時以降
供給力提供通知（8%未満時）

＜ペナルティあり＞



32課題③：市場シグナルの実効性

◼ 小売事業者の計画値同時同量のインセンティブとしてインバランス料金制度がありこれは広域予備率を参照している。

◼ 需給ひっ迫時において、インセンティブとして適切に機能している状態は、実需給に近づくにつれて高まる時間前市場
価格以上にインバランス料金が高くなることで、小売事業者が経済合理性に基づいてGCまでに必要な供給力を時
間前市場などから調達するという状態と考えられる。

◼ 市場価格動向を確認したところ、広域予備率が低い時には、インバランス料金を想定しながら市場調達行動を行っ
ていると見受けられる部分もあるところ、インセンティブとしては一定程度機能しているとも考えられるか。この点について
は、引き続き、取引実績を注視しつつ電力・ガス取引監視等委員会と連携して検討を進めていく。

日本卸電力取引所公表データおよびインバランス料金情報公表ウェブサイトより作成

※ 時間前市場価格は全国での価格であり、東京エリア内での価格ではないことに留意が必要

東京エリアの予備率(翌日時点)と市場価格※の関係

集計期間：7月1日～7月31日

東京エリアの予備率(GC時点)と市場価格※の関係

円/kWh円/kWh

前日の予備率(%)

需給ひっ迫時の
補正インバランス料金カーブ

GCの予備率(%)



33（参考）適正な電力取引についての指針（スポット市場における売入札）

出所）適正な電力取引についての指針（2024年4月1日）より抜粋
https://www.jftc.go.jp/hourei_files/denki.pdf

◼ 適正な電力取引についての指針においては、供給者は、余剰電力の全量をスポット市場に供出することが望ましい、
また市場支配力を有する可能性の高い事業者においては、特に強く求められている。

https://www.jftc.go.jp/hourei_files/denki.pdf


34（参考）容量市場のリクワイアメント（市場応札・余力活用）

◼ 容量市場では安定電源に対して、実需給期間中のリクワイアメントとして、小売事業者が活用しない余力の全量を
卸電力取引所または需給調整市場に応札すること（市場応札）、またさらに調整機能を有する場合には余力活
用契約を締結すること（余力活用）を求めている。

出所）広域機関HP資料『容量市場におけるリクワイアメント・アセスメント・ペナルティの概要』より抜粋
https://www.occto.or.jp/market-board/market/files/240708_requirement2025_setsumei_gaiyo_r1.pdf

https://www.occto.or.jp/market-board/market/files/240708_requirement2025_setsumei_gaiyo_r1.pdf


35（参考）スポット市場前の電源起動について

◼ 需給調整市場で調達不足が生じた場合には、スポット市場後に一般送配電事業者が電源起動を行いながら余力
活用電源で調整力を確保することを基本にしているが、電源起動が間に合わない電源に限ってはスポット市場前
（週間等）においても原則外の特別対応として一般送配電事業者が電源起動を行うことにしている。

◼ また中長期的な電力システムのあるべきひとつの姿の検討（同時市場の検討）においては、週間断面で電源起動
の仕組みを設けることが必要であるとされている。

出所）第46回需給調整市場検討小委員会（2024年3月26日開催）資料2より抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/files/ju
kyu_shijyo_46_02.pdf

出所）第62回電力ガス基本政策小委員会（2023年5月30日開催）
資料4-1より抜粋

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/
pdf/062_04_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/files/jukyu_shijyo_46_02.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/062_04_01.pdf


36（参考）供給能力確保義務及び計画時同時同量義務

出所）第45回電力・ガス基本政策小委員会（2022年2月25日開催）参考資料1をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/045_s01_00.pdf

2021年度 2022～2023年度 2024年度以降

供給能力
確保義務

（ⅰ、ⅱ） 原則として、小売電気事業者は自らkWhを確保することを通じて、
供給能力確保義務を果たすことが必要。
一方で、以下の全ての条件を満たす場合、法第2 条の12第1項の「正当な理
由がある」と考えられる （セーフハーバー）。
① 需給ひっ迫でない場合（広域予備率（※1）が 3%を越える場合を

いう。）
② スポット市場に入札したにもかかわらず、スポット市場において売り切れ
（ブロック入札の売れ残りを控除した後の売残量が0となる場合をいう。）
が生じたことにより、インバランスが発生する場合

③ スポット市場（※2）及び時間前市場において、 小売電気事業者が
市場調達を合理的に行おうとしているにもかかわらず（※3）、取引が成立
しない場合

④ 当該小売電気事業者が、事後的にインバランス料金の支払いを行う場合
（※1）2021年度は、当該インバランスを発生させた小売電気事業者の

エリアの予備率
（※2）2021年度に限る
（※3）市場において買い応札を行わない、常に市場の約定価格と比較して著

しく安価な価格で買い入札を続ける等でない場合

（ⅲ） 容量市場における容量拠出
金を支払う義務（金銭支払義務）と
する。

計画値
同時同量

義務

（ⅳ） 上記と同様。 （ⅳ） 左記と同様だが、「広域予備
率（※１）が 3%を越える場合」の
要件は無し。

燃料確保 （ｖ） 一般送配電事業者による kWh 公募により調達する方法や他の方法も含め、 今後より詳細検討。

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/045_s01_00.pdf


37（参考）需給ひっ迫時のインバランス料金

◼ 需給ひっ迫時には補正インバランス料金を参照しつつ、インバランス料金が上昇する仕組みとすることで、追加的な供
給力を引き出す効果や需要家が節電する効果も期待している。

出所）第82回制度設計専門会合（2023年3月20日開催）資料5より抜粋
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/082_05_00.pdf

https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/082_05_00.pdf


38課題④：追加供給力対策の実施順位（発動指令電源の取扱い）

◼ 発動指令電源は全国的に発動回数が増加傾向であった。この状況より、第81回電力・ガス基本政策小委員会
（9月26日）において判断基準が8%から5%に変更された。

◼ 多くのエリアで発動可能な回数の残りが少なくなりつつあるなかで、今後の安定供給面からどのように対応すべきか
（追加的に確保が必要なのか等）、冬季の需給検証なども踏まえつつ、必要に応じて対応策を国とも連携しても
検討を進めていきたい。

◼ なお、発動指令電源は、今年度から新たに始まった仕組みであるため、しっかりと応動し安定供給に寄与できるような
ルール設計となっていたかといった点について、実績の確認をしつつ必要に応じて検討を進めていきたい。

出所）第81回電力・ガス基本政策小委員会（2024年9月26日開催）資料4をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/081_04_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/081_04_00.pdf


39（参考）これまでの発動指令電源の発動実績について（4月1日～9月20日）

No
北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州

日付 時間 日付 時間 日付 時間 日付 時間 日付 時間 日付 時間 日付 時間 日付 時間 日付 時間

1 9/11 14:00～17:00 9/10 16:00～19:00 6/17 15:00~18:00 7/8 16:30~19:30 7/8 17:00~20:00 7/8 16:30~19:30 7/8 16:30~19:30 8/23 17:00~20:00 8/2 17:30～20:00

2 9/10 16:00～19:00 6/17 15:00~18:00 7/8 16:30~19:30 7/8 17:00~20:00 7/8 16:30~19:30 7/8 16:30~19:30 8/26 17:00~20:00 8/22 17:00～20:00

3 9/11 15:30～18:30 7/8 15:00~18:00 8/26 17:00～20:00 8/26 17:00~20:00 8/23 17:00~20:00 8/26 17:00~20:00 8/26 17:00~20:00 8/23 17:00～20:00

4 9/11 15:30～18:30 7/8 15:00~18:00 8/26 17:00～20:00 8/26 17:00~20:00 8/26 17:00~20:00 9/9 16:30~19:30 9/9 16:30~19:30 8/26 17:00～20:00

5 9/12 16:30～19:30 7/29 16:00~19:00 9/9 16:30～19:30 9/11 16:00~19:00 9/9 16:30~19:30 9/9 16:30~19:30 9/11 16:00~19:00 9/10 16:00～19:00

6 9/12 16:30～19:30 7/29 16:00~19:00 9/10 16:00～19:00 9/12 15:30~18:30 9/12 15:00~18:00 9/11 15:00~18:00 9/12 15:00~18:00 9/12 15:30～18:30

7 9/13 16:00～19:00 7/30 16:30~19:30 9/10 16:00～19:00 9/12 15:30~18:30 9/12 16:30~19:30 9/12 16:30~19:30 9/12 16:30~19:30 9/12 15:30～18:30

8 9/13 16:00～19:00 7/30 16:30~19:30 9/12 15:30~18:30 9/13 16:00~19:00 9/13 16:30~19:30 9/12 16:30~19:30 9/13 16:30~19:30 9/13 16:30～19:30

9 9/18 15:30～18:30 7/31 11:00~14:00 9/12 15:30~18:30 9/13 16:00~19:00 9/13 16:30~19:30 9/17 16:30~19:30 9/17 17:00~20:00 9/17 16:30～19:30

10 9/18 16:00～19:00 7/31 11:00~14:00 9/13 16:00~19:00 9/17 17:00~20:00 9/18 15:30~18:30 9/18 15:30~18:30 9/18 15:30~18:30 9/18 15:30～18:30

11 8/5 13:30~16:30 9/13 16:00~19:00 9/18 14:00~17:00 9/18 15:30~18:30 9/18 16:00~19:00 9/18 16:00~19:00 9/18 16:00～19:00

12 8/5 13:30~16:30 9/18 16:00~19:00 9/18 16:00~19:00 9/19 15:30~18:30 9/19 15:30~18:30 9/19 15:30~18:30 9/19 15:30～18:30

13 9/10 16:00~19:00 9/18 16:00~19:00 9/19 15:30~18:30 9/19 15:30~18:30 9/19 15:30~18:30 9/19 15:30~18:30 9/19 15:30～18:30

14 9/10 16:00~19:00 9/19 15:30~18:30 9/19 15:30~18:30 9/20 15:30~18:30 9/20 15:30~18:30 9/20 15:30~18:30 9/20 15:30～18:30

15 9/11 14:30~17:30 9/19 15:30~18:30 9/20 15:30~18:30 9/20 15:30~18:30 9/20 15:30~18:30 9/20 15:30~18:30 9/20 15:30～18:30

16 9/11 15:30~18:30 9/20 15:30~18:30 9/20 15:30~18:30

17 9/12 15:30~18:30 9/20 15:30~18:30

18 9/12 16:00~19:00

19 9/18 16:00~19:00

20 9/18 16:00~19:00

（補足）黄色：グループ１の発動、緑：グループ２の発動（各々のグループが最大12回発動可能）



40（参考）発動指令電源の発動判定基準

◼ 2016～2018年度の実績を元に、バランス停止機が起動していることを前提に、年間12回以下になると想定される
回数を定めた。

出所）第42回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2019年8月27日開催）資料3より抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2019/files/chousei_42_03.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2019/files/chousei_42_03.pdf


41課題④：追加供給力対策の実施順位（全体としての取扱い）

◼ 前述の通り、発動指令電源の発動判断順位を変更しているところ、その他の供給力対策を含めて全体的な整理も
必要と考えられる。

◼ 冬季に向けてその他の対策の暫定的な見直しが必要か、さらに恒久的にどのように順位がより望ましいか、以下の観
点を踏まえて国と連携して検討を進めていきたい。

➢ 安定供給面（予備率8%を維持していくためにどのような対策を実施すべきか）

➢ 小売事業者が計画値同時同量を果たすインセンティブ（インバランス料金）との関係性

➢ 追加対策の経済合理性（各対策がメリットオーダーに則った発動といえるか）

5%
未満

8%
未満

発動指令電源の発動

増出力運転・ピークモード運転

揚水発電機の運用切り替え

自家発焚き増し要請

安定電源への電気の供給指示

余力活用契約電源の追加起動

発動指令電源の発動

【現行の主な追加対策の実施順位】

その他の対策の
実施順位は適切か
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43検討のスケジュール

◼ 課題①・②・④については冬季に向けて対応が必要と考えられ、暫定的な短期対策を早期に整理していく。

◼ 短期対策・恒久対策ともに国等と連携しながら検討を進めていく。

2024年度 2025年度
以降第2四半期 第3四半期 第4四半期

課題①
予備率算定の考え方

課題②
揚水発電の余力活用

課題③
市場シグナルの実効性

課題④
追加供給力対策の

実施順位

9/30
●

9/30
●

10/23
●

10/23
●

冬季に向けた
短期対策

冬季に向けた
短期対策

冬季実績を踏まえた
中長期的な恒久対策

冬季実績を踏まえた
中長期的な恒久対策

9/30
●

9/30
●

10/23
●

冬季に向けた
短期対策

冬季実績を踏まえた
中長期的な恒久対策

冬季実績を踏まえた
中長期的な恒久対策

11/26
●

11/26
●

11/26
●
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45まとめ

◼ 現行制度の仕組みの実効性確認と課題抽出を目的として、予備率の諸元となっている発電事業者・小売事業者・
一般送配電事業者の計画に関して分析を行った。

◼ 足元の状況を踏まえると、整理すべき課題は以下のとおり、課題①・②・④については冬季にむけて短期対策を早期
に整備し、またを今後の実績を踏まえながら全体的な中長期対策の整理する。

◼ これらの課題について、国と連携して対応策の構築を進めていく。

No. 検討課題 今後の検討の方向性

① 予備率算定の考え方
✓需給調整市場の取引実態を踏まえた、週間および翌々日計画の広域予備率低下への短期対策の整理
✓一般需要家・発電事業者・小売事業者に対して示すべき広域予備率の中長期対策の整理

② 揚水発電の余力活用
✓一般送配電事業者が調整力を確保しきれない場合の短期対策の整理
✓揚水事業者が定める余力範囲の考え方について中長期的な課題として整理

③ 市場シグナルの実効性
✓供給力提供（準備）通知によって、電源起動（準備）や揚水のポンプアップが必要な時に適切に実施

できるような仕組みを、取引実績を引き続き確認しつつ、中長期的な課題として整理

④
追加供給力対策の

実施順位
✓あるべき実施順位の考え方（中長期的な課題）と短期的な更なる変更要否（短期的な課題）の整理


